
第１回海老名市公共施設再編計画策定委員会次第

日 時：平成２７年４月３０日（木）

午後１時３０分から

場 所：海老名市役所 ４０１会議室

   １．委 嘱 式

２．開  会

   ３．委員長・委員長職務代理者の選出

４．議 題

（１）これまでの取組みと公共施設再編計画策定委員会について 

（２）公共施設総合管理計画の策定要請について【資料１・２・３】 

（３）公共施設白書について【資料４】

５．その他
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【白書の構成】

第１章 海老名市の概要

第２章 海老名市の市民利用施設

第３章 分類別にみた施設の現状

第４章 公共施設にかかる将来費用

第５章 公共施設の有効活用に向けた課題

と解決方策

第６章 公共施設等総合管理計画
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推計値（将来人口）実績値
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１－１．人口動向

H15年 H20年 H25年 H30年 H35年 H40年 H45年 H50年 H55年
H25～55年
の人口増減
率①

H25～55年
の人口増減
率②

年少人口 児童期（0～14歳） 17,257 18,192 18,411 18,355 17,956 17,211 16,363 15,755 15,529 -16% -16%

学習期（15～24歳） 14,156 12,384 11,941 13,143 13,958 13,898 13,657 13,342 12,697 6%

経済期（25～54歳） 55,475 54,672 55,698 56,023 54,940 51,056 48,333 47,039 46,738 -16%

熟年期（55～64歳） 17,996 19,018 16,617 14,517 16,897 21,180 22,435 19,595 16,742 1%

隠居期（65～74歳） 9,953 13,790 16,494 17,637 15,481 13,294 15,216 18,908 19,755 20%

高齢期（75歳～） 5,309 7,503 10,622 14,542 17,524 18,838 16,665 14,509 14,166 33%

120,146 125,559 129,783 134,217 136,756 135,477 132,669 129,148 125,627 -3% -3%

-10%

25%

年齢階層

生産年齢
人口

老年人口

総数（人）

白書掲載ページ
1-11
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１－２．人口動向

全体推移
・本市の住民基本台帳人口は、平成25年10月1日現在で約12.9万人
であり、今後10年間は増加を続ける予定。
・10年後の平成35年に約13.7万人でピークを迎え、20年後の平成45年に
は約12.9万人となり、30年後の平成55年度には約12.6万人になる見込み。

年少人口
・平成25年に約1.8万人いる15歳未満の年少人口は減少に転じ、
30年後の平成55年には、約1.6万人となる。なお、減少数は30年間
で約2,900人であり、1歳あたりの平均は約200人で、市全体でみれば
これは6クラス弱の減少に相当する。

白書掲載ページ
1-11
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２－１．整備数量①

本書における市民利用施設の数は118施設となります。
これらの施設が専有する主要な建物の面積は、
平成26年7月現在、東京ドーム約5個分に相当する約24万㎡となっており、
市民1人あたりに換算すると約1.82㎡となります 。
市民1人あたりの施設面積は、神奈川県内の16市（政令市及び三浦市除く）の平均が2.26㎡ となっており、
市民利用施設の建物面積は少ない状況です。

神奈川県 平成24年度 市町村公共施設概要（平成26年公開）を参照。

県内16市平均：2.26㎡

海老名市：1.82㎡

白書掲載ページ
2-1
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２－１．整備数量②

人口1人あたりの建物面積は県内16市の平均より少ないものの、市面積あたりの建物面積では平均よりも
大きくなっているため、人口密度・面積バランス等に配慮した整備が求められます。

海老名市：0.89%
県内16市平均：0.74%

神奈川県 平成24年度 市町村公共施設概要（平成26年公開）を参照。

白書掲載ページ
2-1
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施設数  施設面積(㎡) 施設数(%)  施設面積(%)

行政系施設 4 施設 15,851 ㎡ 3.4% 6.7%

消防施設 20 施設 6,393 ㎡ 16.9% 2.7%

学校教育施設 20 施設 118,546 ㎡ 16.9% 50.3%

地域コミュニティ施設 13 施設 21,833 ㎡ 11.0% 9.3%

教育施設 7 施設 6,106 ㎡ 5.9% 2.6%

文化スポーツ施設 8 施設 30,199 ㎡ 6.8% 12.8%

保健医療福祉施設 17 施設 15,005 ㎡ 14.4% 6.4%

産業振興施設 2 施設 520 ㎡ 1.7% 0.2%

環境施設 3 施設 3,024 ㎡ 2.5% 1.3%

市営住宅 7 施設 7,283 ㎡ 5.9% 3%

その他施設 17 施設 10,806 ㎡ 14.4% 4.6%

総計 118 施設 235,568 ㎡ 100% 100%

大分類
数量 構成割合

２－２．分類別に見た
施設数量

施設数を見ると、消防施設と学校教育施設が20施設と最も多く、
次に保健医療福祉施設が17施設、地域コミュニティ施設が13施設となっています。
施設面積で見ると、学校教育施設が全体のおおよそ半分を占めており、
学校教育施設以外で構成割合が10％を超える施設分類は文化スポーツ施設のみとなっています。

白書掲載ページ
2-4
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２－３．建設年度別の
施設面積分布

施設面積の累計（整備率：折れ線グラフ）を見ると、昭和40年代の後半から昭和50年代にかけての
高度成長期から平成の始めにかけて急速なペースで整備を行ってきました。
その後、平成7年度に80%を超えた後はペースが緩やかになっていますが、現在も施設整備が進んでいます。

白書掲載ページ
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３－１．市民利用施設
にかかる将来費用①

大規模改修と更新にかかる費用を見ると、65年間の総額で約1,361億円が見込まれます。
将来費用発生の状況を詳しく見ると、建設後30年経過している建物が半数を占めるため、
当面は大規模改修に要する費用が必要になります。
また、15年後の平成42年頃から更新費用が発生し、更新のピークを迎えるのは、今から30～40年経過した
平成57～67年頃と見込まれます。

標準パターン
白書掲載ページ
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３－１．市民利用施設
にかかる将来費用②

支出分散パターン

将来費用が標準パターンにおける発生時期から5年間で平均的に先送りされて分散して発生すると仮定した
場合（＝支出分散パターン）の試算結果を示します。将来費用が分散的に発生することを想定すると、
標準パターンと比較して将来費用の変動は平準化されピークも緩やかになります。
また、先送りで分散されることを想定しているため、集計期間の65年間で発生する費用の総額は標準パターン
より小さくなります。

白書掲載ページ
4-9
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期間 
将来費用 

合計 

投資限度額 

合計 

投資限度額の過不足 

合計 年あたり 

1～10 年目 203 億円 110 億円 ▲93 億円 ▲9.3 億円/年 

11～20 年目 96 億円 110 億円 14 億円 1.4 億円/年 

21～30 年目 188 億円 110 億円 ▲78 億円 ▲7.8 億円/年 

31～40 年目 285 億円 110 億円 ▲175 億円 ▲17.5 億円/年 

41～50 年目 257 億円 110 億円 ▲147 億円 ▲14.7 億円/年 

51～60 年目 133 億円 110 億円 ▲23 億円 ▲2.3 億円/年 

61～65 年目 132 億円 55 億円 ▲77 億円 ▲15.5 億円/年 

総計 1,294 億円 715 億円 ▲579 億円 ▲8.9 億円/年 

３－１．市民利用施設
にかかる将来費用③

支出分散パターン

投資限度額として想定した11億円と比較すると、当初10年間は大規模改修により投資限度額を超える費用の
発生が見込まれ、更新のピーク時には、投資限度額の約4倍に相当する約42億円の投資が必要になること
が見込まれます。
長期的に見れば将来費用に対する不足額が、11~20年目を除いて毎年発生し、31~50年目には更新の
本格化により投資限度額の2倍を超える将来費用が発生することが見込まれます。

白書掲載ページ
4-10
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３－２．インフラ施設
にかかる将来費用①

現状では、総額6.3億円程度の維持修繕更新費に対して、10年後の平成37年には2倍程度の費用が必要と
なります。今後は継続的な点検で施設の状態を把握しつつ、予防保全的な対策や長寿命化を図り、予算の
平準化や更新に伴うコスト縮減に努めます。

白書掲載ページ
4-19
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３－２．インフラ施設
にかかる将来費用②

将来費用に対する不足額

期間 
将来費用 

合計 

投資限度額 

合計 

投資限度額の過不足 

合計 年あたり 

1～10 年目 100 億円 63 億円 ▲37 億円 ▲3.7 億円/年 

11～20 年目 134 億円 63 億円 ▲71 億円 ▲7.1億円/年 

21～30 年目 135 億円 63 億円 ▲72 億円 ▲7.2億円/年 

31～40 年目 180 億円 63 億円 ▲117 億円 ▲11.7 億円/年 

41～50 年目 204 億円 63 億円 ▲141 億円 ▲14.1 億円/年 

51～60 年目 183 億円 63 億円 ▲120 億円 ▲12.0 億円/年 

61～65 年目 95 億円 32 億円 ▲64 億円 ▲12.8 億円/年 

総計 1,031 億円 410 億円 ▲622 億円 ▲9.6億円/年 

白書掲載ページ
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３－３．公共施設全体
にかかる将来費用①

平成27年度からの65年間で公共施設全体にかかる将来費用は、総計約2,325億円となり、投資限度額合計の
おおむね2倍に相当します。将来費用を長期的に見ると、平成43年度でも投資限度額とほぼ同等の約17.7億
ですが、ピークの平成58年度には約58.5億円にまで増加します。
その後、年度毎の変動はあるものの、年あたりの平均は約35.8億円でおおむね30億円を超える将来費用が
発生し続けることが見込まれます。

白書掲載ページ
4-20
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期間 
将来費用 

合計 

投資限度額 

合計 

投資限度額の過不足 

合計 年あたり 

1～10 年目 303 億円 173 億円 ▲130 億円 ▲13.0 億円/年 

11～20 年目 230 億円 173 億円 ▲57 億円 ▲5.7 億円/年 

21～30 年目 323 億円 173 億円 ▲150 億円 ▲15.0 億円/年 

31～40 年目 465 億円 173 億円 ▲292 億円 ▲29.2 億円/年 

41～50 年目 460 億円 173 億円 ▲287 億円 ▲28.7 億円/年 

51～60 年目 316 億円 173 億円 ▲143 億円 ▲14.3 億円/年 

61～65 年目 228 億円 87 億円 ▲141 億円 ▲28.3 億円/年 

総計 2,325 億円 1,125 億円 ▲1,201 億円 ▲18.5 億円/年 

３－３．公共施設全体
にかかる将来費用②

将来費用に対する不足額

不足額1201億円

白書掲載ページ
4-20
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公共施設全体としての更新問題
・市民利用施設とインフラ施設のいずれについても将来費用の負担が非常に大きく、実績を
踏まえた投資限度額の水準を上回る。
・現在の公共施設をそのままで保有し続けることは困難な状況。
・将来費用の負担を軽減するためには、大規模改修や更新等の工事にかかる費用を削減する
と共に、大規模改修や更新の発生そのものを抑制するために、公共施設の総量削減に踏み込
んだ検討が必要。
・インフラ施設を廃止することは想定しにくいことから、市民利用施設の側で、施設総量の削減も
含めて将来費用を大幅に削減する取り組みが求められる。

４．今後の課題と解決①

公共施設の更新問題の顕在化
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（１）数量の大きい学校教育施設の総量適正化

（２）施設数の多い地域コミュニティ施設の集約再編

（３）民間施設への転換による施設総量の削減
保健医療福祉施設を中心とした、民間等による施設保有及びサービス提供への転換。

（４）他施設との複合化による施設総量の削減

（５）大規模改修・更新にかかる工事費の縮減
複数工事を一括発注するなど発注方式の見直し。

４．今後の課題と解決②

将来費用の抑制に向けた対応方策（市民利用施設）
白書掲載ページ
5-4～5-7
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市民利用施設における課題への対応方策
（１）既存施設の長期的利用による将来費用の平準化
適切な老朽化対策や大規模改修の実施により更新時期を遅らせることにより、
将来費用のピークを平準化することができる。

（２）大規模な建物に重点を置いた計画的な保全の実施
特に、大規模改修や更新にかかる事業費の負担が大きくなる大規模な建物に重点を置いて、
計画的かつ確実に保全を実施する。

インフラ施設における課題への対応方策
継続的な点検により施設の状態を把握しつつ、予防保全的な対策や長寿命化を図る
取り組みを効果的に実施し、将来費用の平準化にも努めなければならない。

４．今後の課題と解決③

将来費用の発生の平準化に向けた対応方策
白書掲載ページ

5-10
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（１）将来費用の変動を見込んだ予算の編成と運用
投資的な予算を一定額確保し、改修や更新に充当するための基金を設置し、大規模改修や
更新が発生しない場合は積み立てを行うなど、長期的な視点で予算を編成・運用する。

４．今後の課題と解決④

将来費用に充当する予算の確保に向けた課題

（２）受益と負担のバランスの適正化
受益者が限定されるサービス等を対象に、料金を徴収する施設の範囲を拡大、あるいは、
料金設定を見直すなど、受益と負担のバランスの適正化を図る。

（３）市民利用施設にかかるあらゆるコストの削減
事業運営費や日常的な維持管理費も含めた市民利用施設にかかるコストの削減に取り組む。

白書掲載ページ
5-11
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（１）公共施設再編等の取り組みの方向性を示す計画づくり
今後、更新問題の解決に向けた基本的な考え方を全庁的に共有し、公共施設再編等の
具体的な取り組みを一定の方向性に沿って進めることができるよう、今後の取り組みの指針
となる計画づくりが必要。

４．今後の課題と解決⑤

長期的・全庁横断的な取り組みを継続するための対応方策

（２）情報集約、庁内外への発信のしくみづくり
更新問題が個々の施設の問題ではなく、所管する各部局および全市的に解決を図らなければ
ならない重要課題であるとの共通認識を持つことが必要なため、公共施設の現状及び今後の
見込みに関する情報を集約し、庁内外に発信して共有するしくみが必要。

白書掲載ページ
5-12
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